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ころ，植え付け４週間後まで，生育抑
制効果が続く（竹本　2009）ことが
明らかとなっており，過剰な施用は控
えなければならない。近年は，農薬使
用量の削減が望まれ，商品として自然
に近い草姿の商品も求められており，
わい化剤の施用には注意を要する。

（3）出荷後の品質保持技術

花壇用苗物類は，市場や店頭での陳
列時に，灌水量の不足や乾燥により萎
凋することがある。この対策として，
塩化ナトリウム水溶液の灌注により乾
燥による萎凋を遅延できること（前田
ら 2008）や，塩化ナトリウムを含ん
だ液肥の施用により，徒長による苗品
質の低下を防ぎ，さらに植え付け後の
生育に優れる苗を生産できること（島
ら  2008）が報告されている。また，
弱光下では，葉色が薄くなり発蕾数お
よび開花輪数が減少するが，アミノレ
ブリン酸を含有する肥料処理により品
質が改善できることが報告されている

（竹本ら  2009）。これらの技術は，生
産者だけでなく，流通や小売の関係者
を含めて，商品の品質保持に関する知
識としての認識を高める必要がある。

4 おわりに

花壇用苗物類は，品目数が多く，新
品目・新品種の育成が，種苗メーカー，
生産者を問わず盛んであり，毎年，多
様な品種が発表されている。これらの
生育特性を把握し，用途や栽培体系に
合わせた品種選択も重要である。また，
生産者は多品目を同時に栽培すること
が多い。わい化剤を含め，花壇用苗物
類の品目への登録農薬は少ないのが現
状であり，花き類等のグループ化での
登録拡大が望まれる。
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平成27年の農業物価指数；農産物価格指数は前年に
比べ5.3％，農業生産資材物価指数は0.2％の上昇。

農業物価指数は，平成22年（暦年）を基準として，農

業経営に直接関係ある物価を調査，集計し，その結果を

総合的に指数化したもので，農産物価格指数と農業生産

資材価格指数からなっている。指数の基になるサンプル

は，農産物120品目，農業生産資材141品目である。

前年に比べ5.3％上昇した農産物価格指数は，基準年

（平成22年＝100）以降，最高の107.6を示した。特に，

基幹作物の米以外の品目はいずれも上昇している。野菜

は前年に比べ12.9％の上昇し，110.4は初めての基準年

超えである。なかでもトマト，なす，ピーマン，きゅう

り，いちご等の果菜類や，ねぎ等の葉茎菜類が寄与して

いる。みかんの価格が好調な果実は105.4で，前年に比

べ13.0％上昇した。基準年以降常に100を超えている

畜産物は，27年も子畜，肉畜の価格の上昇の影響で，前

年に比べ7.1％上昇し，過去最高の126.8となっている。

そのなか，米のみが前年に比べ10.3％と大きく低下し，

5年間のうち最低の88.6となり，一人取り残されたかた

ちとなっている。

一方，農業生産資材価格指数（110.6）は，重油の価格

の低下で光熱動力（107.4）が前年に比べ15.1％の低下

したものの，肥育農家が購入する肉用子牛の価格の上昇

の影響で，畜産用動物（148.2）が前年に比べ14.3％と

大きく上昇，また，飼料（124.5）は配合飼料の価格が上

がり前年に比べ1.4％，肥料（110.0）は 1.9％，農業薬

剤（102.5）は1.1％，農機具（102.1）は0.5％の上昇で，

全体として0.2％の上昇となっている。

農業薬剤については，殺虫剤と殺菌剤がそれぞれ6剤，

殺虫殺菌剤と除草剤がそれぞれ４剤とごく少数の品目が

調査対象となっている。農業薬剤の価格指数は23年以降，

３年連続基準年を下回る90台後半の値であったが，26

年に101.4，27年 102.5と少し上向きとなっている。な

お，除草剤ではグリホサートイソプロピルアミン塩液剤，

グルホシネート液剤，ジクワット・パラコート液剤，グ

リホサートカリウム塩液剤が調査対象となっている。一

方，植調協会の「除草剤出荷量調査データ」から，これ

ら４剤の10ａ当たりの平均単価の推移を見てみると，こ

の5年間で83.5と低下しており，農業生産資材価格指数

には，単なる開発・製造コストではない，他の要因が作

用していると思われる。

水稲除草剤は，稲作の生産費の3％弱にしか過ぎない

が，水稲作付面積が基準年である22年（100）に比べ

98.5 と減少しているにもかかわらず，除草剤使用面積

は105.4と増えるなど，生産上不可欠の資材となってい

る。この５年間で，一発処理剤の剤数は1.33倍，初期剤

1.38倍，中・後期剤1.26倍に増え，活発な開発が継続

されている。また，10ａ当たりの平均単価をみると，一

発処理剤は99.5（22年＝100）と低下している。初期剤

は102.7であるが，特に，難防除問題雑草対策のために

ニーズが高い中・後期剤は106.8とやや高い傾向を示す

ように，農業の大規模化が進むなか，低コストにつなが

るコストパフォーマンス性の高い剤の開発が望まれてい

る。（Ｋ．Ｏ）
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